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Elastic Local Buckling Strength of I-Shaped Beam’s Web Plate 
Subjected to End Moments and Uniformly Distributed Load 
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端部曲げと等分布荷重による曲げを受ける H形断面梁ウェブの弾性局部座屈耐力 
正会員 ○中野 友貴   * 
同  五十嵐 規矩夫 ** 
同   三井 和也   *** 
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1.序 

H 形断面梁の局部座屈に関し，現在まで数多くの荷重条

件で研究がされており，現状の設計指針 1)では，単純な応

力状態による規定がなされている．昨今の構造材に多く

使用されるロングスパン梁では，短期荷重における固定

荷重の支配率が増加する．しかし，これらの分布荷重に

よる応力変化を考慮した研究は少なく，指針も設計の実

情を十分に考慮できているとは言い難い．そこで本研究

では等分布荷重と端部曲げを受ける H 形断面梁ウェブの

弾性局部座屈耐力について明らかにする． 
2. ウェブ板要素の弾性局部座屈耐力算定手法 
エネルギー法を用いた理論解析により梁ウェブの弾性

局部座屈耐力を算出する．本研究は 4 辺固定支持ウェブ 2)

を対象としている．図 1 に荷重条件および応力分布，表 1
に記号一覧，表 2 に諸式を示す．曲げモーメント分布は 1
次分布 M1 と 2 次分布 M2 に分け，M1 を端部曲げモーメン

ト比 β，M2を曲げモーメント 2 次分布指標 γ で表現する．

座屈耐力はひずみエネルギー式(3)と面内応力仕事式(4), (6), 
(8)の釣り合いより固有値析を行う． 
3.H形断面梁ウェブ弾性局部座屈耐力および座屈性状 
  左端曲げの向きを考慮し，図 2 に等分布荷重が鉛直下向

きに作用する場合，図 3 に鉛直上向きに作用する場合の座

屈耐力を曲げ座屈係数 kσを用いて示し，図 4に各荷重条件

に対応した曲げモーメント分布図を示す．局部座屈には

曲げ応力度の影響を大きく受ける曲げ型局部座屈とせん

断応力度の影響を大きく受けるせん断型局部座屈の 2 種類

の座屈形式がある．図 2 左図の菱形プロット(γ = 0.5)，丸

プロット(γ = 1.5)に対応した座屈モードを図 5 (a), (b)に示

す．図 5 (a.1), (b.1)では縦に伸びる座屈波形が特徴の曲げ

型，(a.2), (b.2)では斜めに伸びる座屈波形が特徴のせん断

型を生じている．図 5 (a.1)ではせん断型との連成も若干確

認できる．このことから辺長比の逆比 1/λ が小さい範囲で

は曲げ型，大きい範囲ではせん断型を示すことがわかる．

図 2 左図における菱形プロットは連成座屈を生じるため座

屈形式の境界部が連続的に変化し，丸プロットは 1/λ = 0.1
で座屈形式の境界が顕著に現れる．図 2 左図の荷重条件で

は曲げ型は部材中央付近または端部で発生する．中央付

近で座屈が発生する場合は座屈範囲における均等曲げに

近い応力状態となるため kσ = 39.6付近をとる．対して端部

で座屈が発生する場合では端部曲げのみを受ける場合に

を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 1 局部座屈に関する記号一覧 
l：ウェブ板の材長(x)方向長さ            bw：ウェブ板の梁せい(y)方向長さ 
M：左端曲げモーメント                   q：等分布荷重の大きさ 
M1：1 次分布曲げモーメント         M2：2 次分布曲げモーメント 
β：端部曲げモーメント比           γ：曲げモーメント 2 次分布指標 
σwL：左端最大縁曲げ応力度                σx(x, y)：材長(x)方向の曲げ応力度 
τ(x)：せん断応力度                 σy(y)：梁せい(y)方向の応力度 
W：ウェブ板の面外(z)方向変位.            D：ウェブ板の曲げ剛性 
tw：ウェブ板厚    ν：ポアソン比 (= 0.3)  λ：ウェブ辺長比 (=l/bw) 
Af：フランジ断面積                      Aw：ウェブ断面積 
η：せん断曲げ比 3) (≅ 1/6 + Af /Aw) (0.5 ≤ η ≤ 2.25) 
kσL：左端縁曲げ応力での曲げ座屈係数 
kσ：最大曲げ応力での曲げ座屈係数  kτ：最大せん断応力でのせん断座屈係数 
kτ0：純せん断のみを受ける場合のせん断座屈係数 

表 2 弾性局部座屈耐力算定に用いる諸式 
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図 1 荷重条件およびウェブ面内応力度分布図 
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図 2 2 次分布の影響 (鉛直下向き) 
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図 3 2 次分布の影響 (鉛直上向き) 
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比べ等分布荷重による座屈範囲の曲げ応力勾配の増加よ

り，kσ > 39.6 となる．一方せん断型では，等分布荷重によ

りせん断応力度が増加するため，γ = 0 に比べて耐力は低

下する．図 3 の大まかな特徴は図 2 と同じだが，特にせん

断型範囲で右肩上がりの耐力変化が確認できる．これは

梁せい方向の応力度 σy (y)が原因であると考えられる．エ

ネルギー式の通り，同一荷重条件 β, γ に対して 1/λ の増加

に伴い σy (y)が増加することで耐力は減少する．そのため，

同じ座屈形式でも図 2 とは異なる耐力変化を示す．以上よ

り，実情を踏まえた弾性局部座屈耐力の把握には等分布

荷重による応力分布変化の影響を適切に考慮する必要が

ある．そこで任意荷重を受ける場合のせん断座屈係数 kτと

純せん断を受ける場合のせん断座屈係数 kτ0 を用いたせん

弾座屈係数比 kτ/kτ0 で弾性局部座屈耐力を表現する．kτ0 は

高い精度の近似式 4)が提案されており，統一的評価に適切

な指標と判断した．図 6 にせん断曲げ比 3) η 毎の kτ/kτ0 と

1/λ の関係を，耐力曲線種別に Type (A), (B) (連成発生型，

完全分離型)として代表例を示す．Type (A)は曲げ型とせん

断型が同位置に発生するため，徐々に座屈モードが変化

する耐力曲線となる．そのため，両座屈形式の特徴が見

られる連成座屈を生じる範囲がある．Type (B)は曲げ型と

せん断型では異なる位置に局部座屈が発生するため座屈

形式が急激に変化する．これらを踏まえ図 6 中に示す通り

曲線領域を (Ⅰ)曲げ型, (Ⅱ)連成型, (Ⅲ)せん断型と表現し，

図 6 (a), (b)の各領域に対応した座屈モードを図 7 に示す．

Type (A) の図 7 (a.1) ~ (a.3)では常に左端に座屈を生じてお

り，曲げ型からせん断型へと徐々に移行する．一方，

Type (B) の図 7 (b.1) ~ (b.3)では梁ウェブ材中央付近に生じ

る曲げ型から左端に生じるせん断型へと移行する．耐力

曲線は図 6 中の灰色線で示す通り主に領域(Ⅰ)で見られる直

線と主に領域(Ⅲ)で見られる曲線で表現される．2 曲線の

交点は座屈形式の変化の境界と同義で，特に座屈形式の

変化に伴い座屈発生箇所が大きく変化する Type (B)に対し

ては耐力を求めずに最適補剛位置の大まかな把握が可能

となる．この点の辺長比Λを導出式 λcで評価し図 8 に導出

式とこの式の整合性を示す．辺長比が非常に大きい範囲

でばらつきはあるが，λ = 0 ~ 20程度では概ね一致する． 
ここで，縦スチフナ等の補剛を受ける梁ウェブ弾性局

部座屈耐力について確認を行う．本解析モデルは 4 辺固定

支持の境界条件下の梁ウェブ任意区間における耐力を算

出することができる．梁全体の荷重条件よりスチフナ補

剛区間における着目区間での β，γ を算出し解析を行う．

図 9 に同一応力分布下での着目区間の差異が与える耐力変

化について示す．梁全体の辺長比を λL とし，補剛位置を

λ/λLとすると，図 9 (a.2) λL = 20 では λ/λL = 0.1程度で 1.1倍
の耐力上昇効果が表れていることがわかる．他のいずれ

も同様に，この耐力曲線を用いることで図中に示す通り

の最適補剛位置を算出することが可能である． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 結 
端部曲げと等分布荷重による曲げを受ける H 形断面梁

ウェブの弾性局部座屈耐力と座屈性状を明らかにした．

実情を踏まえた弾性局部座屈耐力の把握には固定荷重に

よる応力分布変化の影響を適切に考慮する必要がある．

また，任意荷重に対するスチフナ補剛効果による耐力は

境界条件を 4周辺固定支持と考えれば本モデルを用いるこ

とで評価することができる． 
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ȜL=10
ȜL=20

CL

CL

ex.) Ȝ=10の最適補剛位置

ex.) Ȝ=10の最適補剛位置

ex.) Ȝ=20の最適補剛位置

ex.) Ȝ=20の最適補剛位置

(a.1) ȕ=2.0, Ȗ=0.5, Ș=0.5

(b.1) ȕ=2.0, Ȗ=1.0, Ș=0.5

(a.2) ȕ=2.0, Ȗ=0.5, Ș=2.0

(b.2) ȕ=2.0, Ȗ=1.0, Ș=2.0

Ȝ/ȜL0 1

Ȝ/ȜL0 1

L

L

ML:無補剛時座屈耐力

ML:無補剛時座屈耐力

ML:無補剛時座屈耐力

ML:無補剛時座屈耐力

(a)

(b)
(b.1) Ȝ=15

(a.1) Ȝ=15

曲げ型局部座屈

曲げ型局部座屈(+せん断型局部座屈) せん断型

(b.2) Ȝ=3

(a.2) Ȝ=3
M : 反時計回り, q : 鉛直下向き, Ș=0.5, ȕ=1.5 + (a) Ȗ=0.5 or (b) Ȗ=1.5

せん断型

図 5 2 次分布曲げを受けるウェブ板の座屈モード 
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